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シェアード・プリント：米国の大学図書館における 
冊子体資料の共有と保存 
森石 みどり＊ 
 
 米国の大学図書館では，拡大するアクティブ・ラーニング・スペースを確保する手段の一つとして，シェアード・プリントが進められて
いる。電子リソースの普及により利用の少なくなった冊子体資料を，共有の蔵書として保存する取り組みである。本稿ではシェアード・プ
リントについて，用語の整理やシェアード・ストレージとの比較を通じ，その特徴を示す。また，複数のシェアード・プリント・プログラ
ムに共通する運用ポリシーをまとめ，日本におけるシェアード・プリント実施の必要性や，実施の際に検討すべき点を考察する。 
キーワード：シェアード・プリント，シェアード・ストレージ，共同保存，蔵書の共有，重複資料の整理，運用ポリシー，アクティブ・ラー
ニング・スペースの拡大，スペース回復 
 
1．はじめに 
大学図書館において，ラーニング・コモンズのようなア
クティブ・ラーニング・スペースの設置数が 300 を超えた
と，平成 26 年度「学術情報基盤実態調査｣1)にて報じられ
た。ラーニング・コモンズは米国の例を参考に設置が進ん
だものである。その米国でも，NMC（The New Media 
Consortium）の Horizon Report 2015 高等教育版 2)でラー
ニング・スペースのリデザインがトレンドの一つに取り上
げられ，今後もアクティブ・ラーニング・スペースの拡大
が予想される。 
アクティブ・ラーニング・スペースを確保する手段とし
て，米国ではシェアード・プリントが進められ，日本でも
導入が提案されている 3)。本稿ではシェアード・プリント
の特徴や，シェアード・プリント実施の際に共通して定め
られる運用ポリシー等の事例を示し，最後に日本でのシェ
アード・プリント実施についても考えたい。 
2．シェアード・プリント 
シェアード・プリントとは，電子リソース普及とアクティ
ブ・ラーニング・スペースの拡大を背景に，利用が少なく
なった冊子体資料を共同保存する取り組みである。 
 
2.1 共同保存とシェアード・プリント 
図書館の基本的な役割は資料の収集・保存・提供であり，
資料の保存スペースの不足は常に課題であった。これに対
応するため，共同保存の提案が古くからなされてきた。そ
の主要な目的は，まずは資料の増加による保存スペースの
狭隘化に対応することであり，あわせて目録作業の効率化
や，利用者への資料提供に重点が置かれていた。 
2000 年代後半から北米で増加したシェアード・プリント
もスペースの回復を大きな目的とするが，資料の保存ス
ペースの不足を解決するだけではなく，より積極的に新し
い図書館サービスを志向するために実施される。電子リ
ソースの普及によって冊子体資料の利用は減少する一方
で，学修スペースは拡大が求められている。シェアード・
プリントは， 利用の減少によって相対的に価値が低下した
冊子体資料を，複数の図書館の「共有の蔵書」として保存
することで，重複資料の整理とスペースの回復を可能とす
る。 
 
2.2 集中型と分散型 
2013 年 8 月の審議まとめ 4)では，シェアード・プリント
の方法として，共同書庫を利用する「集中型」と，参加館
の中で保存館・保存担当資料を決め各大学の単独書庫で資
料を保存する「分散型」があるとしている。 
2.2.1 集中型シェアード・プリント 
複数の図書館によって利用される「共同書庫」は，資料
の保存および建物の管理にかかるコストを集約できる。通
常，安全かつ効率的に大量の資料が保存できる「高密度書
庫」が利用される。資料は分類順ではなくサイズ別に配架
され，また利用者の立ち入りを想定しないため，資料の保
存に適した温度 10-20℃前後，湿度 30-50％前後の温湿度
管理がされている 5)。 
共同書庫はその運用において，書庫のスペースのみ共有
する「デポジトリ」型と，共同書庫への資料移動の際に所
有権の放棄等により，蔵書管理・意思決定をグループで行
う「リポジトリ」型の 2 種類に分けられる 6)が，リポジト
リ型のみが集中型シェアード・プリントにあたる。デポジ
トリ型は，「シェアード・ストレージ」とも言われ，書庫の
建屋や空間の共有によって効率化が図られている共同書庫
である。しかし移動される資料は，各図書館が他館との調
整なしに選定するため，共同書庫内で重複資料が発生する
場合もあり，資料の管理・保存における効率化は十分とは
いえない。近年，デポジトリ型共同書庫の運用においても，
リポジトリ型への移行が意識されている 7)。 
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集中型で保存される資料は，図書と雑誌の両方が対象と
なることが多い。 
2.2.2 分散型シェアード・プリント 
保存・管理の効率化を考えるならば，高密度書庫を保存
場所とする集中型シェアード・プリントが最も効率的であ
る。しかし共同書庫を新設するための予算の確保は難しく，
近年では分散型シェアード・プリントの例が増えつつある。
分散型では参加館それぞれの単独書庫（多くの場合は高密
度書庫）を保存場所とする。一定の基準で保存する資料と
保存する図書館を決め，参加館全体でバーチャルな蔵書を
構築し共有する。“virtual storage”と呼ぶ例 8)もある。 
分散型では雑誌のみを保存対象とするプログラムが多
い。 
以上のようなシェアード・プリントに関する用語を整理
すると，表 1 のようになる。 
「シェアード・プリント」という用語は，単なる書庫の共
有ではなく，蔵書を共有し，その共有の蔵書に対する意思
決定をグループで行っているという概念を含む。 
3．シェアード・ストレージとシェアード・プリン
ト 
シェアード・ストレージとシェアード・プリントの大き
な違いには，所有権の問題があるとされていた 9)。 
 
3.1 所有権の問題 
保存資料をグループの蔵書と考えるには，シェアード・
プリントを実施するコンソーシアムや保存館に所有権を移
管することが望まれる。かつては所有権の移管によって蔵
書数が減少し，図書館の蔵書数を指標とする図書館評価や
ランキングへの影響が懸念されていた。 
しかし近年，自館蔵書から除却し所有権を移管した資料
についても，統計の際に引き続き集計に含めてかまわない
ことになった 10)。また電子リソースの普及によって，大学
図書館の資料購入費に占める割合が，冊子体資料よりも電
子リソースのほうが大きくなったことを受け，ARL
（Association of Research Libraries）の図書館評価も，蔵
書数から予算規模による評価や，他サービスとの複合的な
評価に変わっている 11)。 
統計上の問題が解決しても，州の規制や館種の違い等に
より，所有権の移管が難しい場合もある。もし所有権を持
つ図書館が，保存された資料について書庫からの返還や除
却を判断できるようでは，とても協力体制にあるとはいえ
ない。シェアード・プリントでは，保存対象資料の管理に
おける意思決定権をグループに委譲あるいは放棄し，所有
権を持つ図書館が共同保存からの資料の取り下げや除籍を
勝手に行うことができないようにすることで，グループの
目的のための意思決定を可能にしている。 
 
3.2 グループ共有の蔵書構築へ 
複数館の共有の蔵書となる保存資料は，複数館にとって
保存することに意味がある資料である。重複資料の整理と
スペース回復の効果を上げるために，複数の図書館で重複
して所蔵される一般的な資料が保存対象となる。参加館が
利用を希望する際には資料の利用ができることが保証され
る。貴重資料は保存対象にならないが，もし対象になった
場合でも特別な扱いはされず，利用希望があれば利用に供
されることになる。 
保存資料の管理上，所有権の移管が可能ならば移管する
のが望ましい。しかしシェアード・ストレージとシェアー
ド・プリントを区別するものは，所有権の所在よりも，共
有の蔵書を構築する意識であり，蔵書の管理・保存におい
てグループの意思決定が可能であることである。 
4．シェアード・プリントの運用ポリシー 
シェアード・プリントを実施する際には，保存方法や運
用手順について参加館の間で合意を形成し，協定書や覚書
等を取り交わすことになる。共有される内容には，プログ
ラムの目的，運用，保存対象となる資料，保存期間，保存
場所，情報公開，利用方法などが含まれる。以下に挙げる
内容は，複数のシェアード・プリントの事例で共通するも
のである 12)。 
 
4.1 共通する項目 
4.1.1 プログラムの目的 
資料を後世まで確実に保存し，参加館からの利用を保証
することや，保存コストの効率化が目的とされる。その結
果として，参加館において重複の除却およびスペース回復
が可能であることも示されることが多い。 
なお参加館は，シェアード・プリントへの参加を決定し
た理由を，図書館間協力のため，あるいは資料保存のため
としているが，大学上層部へ参加のメリットを説明する際
には，蔵書の整理によるスペースの回復を挙げていること
が多い 13)。 
4.1.2 意思決定 
シェアード・プリントの運営における意思決定方法が示
される。単に参加館で決定するとだけ規定される例や，参
加館の意思を反映するため代表者から構成される運営委員
会等を意思決定機関とする例，さらに実際の資料の選定方
法や目録情報の公開等のプログラム運用の詳細は，下位の
ワーキング・グループや小委員会などによって検討を行う
例がある。 
また，協定書・覚書の内容の変更方法についても，委員
の全員あるいは 3 分の 2 以上の承認を必要とする等があわ
表 1 シェアード・プリントの用語整理 
シェアード・ストレージ 共同書庫 デポジトリ
シェアード・
プリント
集中型 共同書庫 リポジトリ
分散型 各館単独書庫
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せて規定されることもある。 
4.1.3 保存資料の選定 
グループの蔵書を構築する意識をもって保存対象資料が
選定され，選定基準や方法，保存対象資料の情報が共有さ
れる。特定分野を対象にする例や，特定出版社を対象とす
る例，あるいは参加館の蔵書の比較を行う蔵書分析システ
ムを利用して選定する例等がある。図書・雑誌以外にも政
府資料を保存対象とすることや，地図や冊子体以外の資料
は除外する，といった除外資料が明示されることもある。 
雑誌の場合は，冊子体資料の電子化アーカイブである
JSTOR や，電子ジャーナルの長期保存アーカイブである
Portico，CLOCKSS に収載された雑誌を保存対象とする例
が多く，創刊号から 2005 年まで，といった保存範囲の指
定もされる。 
4.1.4 現物の欠号・状態確認と補充・交換 
グループの蔵書ができるだけ完全なものになるように，
雑誌においては欠号の確認と補充，図書・雑誌の両方にお
いて保存資料とすることができる状態の基準，状態の確認，
よりよい状態の資料との交換について規定されている。例
えばカビが生じ，他の資料に悪影響を与える資料の保存は
許されない。 
4.1.5 保存期間 
永続的な保存を規定するものもあるが，10 年，25 年等，
保存期間を区切るものが多い。保存期間終了後は，引き続
きプログラムの延長が期待されるが，まずは期間を区切り，
環境の変化を見据えて数年ごとの見直しを取り決めること
で，プログラムを現実的なものとしている。あわせて数年
おきの基準等の見直しについても，はじめから規定されて
いる。 
4.1.6 保存環境 
資料の保存場所は，集中型では共同書庫，分散型では各
館単独の書庫などになるが，分散型では保存館によって環
境が異なることも考えられる。また，利用されることで破
損・紛失の可能性が高まるため，利用者がアクセスしない
書庫が望ましいとされる。保存環境の温度・湿度の基準を
明示し，安全な環境での保存を規定しておくことで，共同
保存への不安を和らげることができる。 
4.1.7 目録情報の公開 
Web サイトへのリスト掲載や総合目録の所蔵データ等
への登録により，プログラムで保存されている資料を公開
している。利用者に対して情報公開を行う必要はないが，
図書館の業務画面では確認できることが必要である。
OCLC14)のメタデータガイドラインでは，WorldCat の
LHRs（local holdings records）への登録を推奨している。
また，CRL（Center for Research Libraries）が CDL
（California Digital Library）の協力を得て開発・公開して
いる PAPR（Print Archives and Preservation Registry）15)
では，シェアード・プリント・プログラムごとの保存タイ
トル・巻号の情報と，さらに欠号レポート，状態レポート
を公開している。資料の除籍を行う図書館は，これを確認
することで，特定の巻号を必要とする館へ寄贈することが
できる。 
4.1.8 保存資料の利用 
参加館からの利用希望に応え，保存資料へのアクセスが
保証される。利用においてはスキャンやコピーによる文献
提供を優先し，現物利用希望の場合は送付先の館内利用に
限定する等の利用条件が決められる。また参加館以外で
あっても保存資料は利用できるが，現物利用不可あるいは
保存場所内での利用のみなど，参加館とは利用方法に差を
つけられている。 
4.1.9 運営資金 
助成金や参加館の参加費（年会費）によって運営される
ことが多い。保存を担当することで，割引された参加費が
設定される。コンソーシアムの他事業とあわせてシェアー
ド・プリントを実施している場合，コンソーシアムの予算
に含まれる場合もある。助成金や会費なしで運用される場
合もあるが，その場合シェアード・プリントの運営に関す
る諸経費を，参加館がそれぞれの予算の中で請け負うこと
になる。あわせて，資料の利用希望があった際の文献配送
費等，各参加館の負担になる事項についても定められてい
る。 
ARL の調査 16)で予算について回答した 32 館の参加費の
平均値は 14,000 ドル，中間値は 3,200 ドルである。この
金額は，Portico や CLOCKSS，HathiTrust などの各種電
子アーカイブ事業の経費と比較すると小さい金額となって
いる。 
4.1.10 退会 
退会を希望する 12 ヶ月前など，事前に意思決定機関の
承認を得る。資料の保存館が退会を希望する場合は，退会
を行う図書館において保存資料の引き受け先を探し，その
予算において資料の移管を行うことで退会を可能としてい
る。 
このほか，新規参加館は 2-3 年退会できないことや，資
料の所有権の扱い，破損・紛失等への対応，参加館の役割
などが協定書・覚書に明記され，参加館の間で合意を形成
し，シェアード・プリントを実施している。 
 
4.2 運用ポリシーの公開 
以上のような内容について，参加館の間で合意したこと
を協定書や覚書で確認している。各項目の作業手順やさら
なる詳細については別文書で規定し，Web サイト上で公開
される。シェアード・プリントは参加館が多いほど保存・
管理の効率化が期待でき，参加費によって運営する場合は
運営資金も多くなる。運用ポリシーの詳細を公開すること
によって，シェアード・プリント・プログラムへの参加を
具体的に検討できるようにしていると考えられる。 
5．シェアード・プリントの事例と今後の発展 
紙面の都合上，多くの事例を紹介することはできないが，
一例として WEST（Western Regional Storage Trust）を
紹介したい。また，今後の発展として，複数のシェアード・
プリントの協力例も紹介する。 
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5.1 WEST (Western Regional Storage Trust)17) 
米国西部を中心に100以上の研究図書館が参加する雑誌
バックナンバーの分散型シェアード・プリントである。資
料の確実な保存・資料へのアクセス保障・参加館のスペー
ス回復を目的とする。出版社や分野を限らず，電子ジャー
ナルの有無と重複数を基準に雑誌の消失リスクを考え，大
きく 3 つのアーカイブタイプに分けて保存雑誌の選定や保
存ルールを定める。 
リスクが低い雑誌は現物確認を不要とし，保存にかかる
コストを低く設定しているのに対し，リスクが高い資料は，
巻レベルの現物確認あるいは号レベルの現物確認と状態の
確認を義務付け，保存書庫での保存を規定している。CRL
と共同開発した PAPR には，有料で利用できる蔵書分析シ
ステムもあるので，これに参加館の蔵書データを投入し分
析結果を元に保存雑誌と保存館を選定している。WEST は
2011 年に開始し，2035 年までの 25 年保存としている。
助成金と参加費によって運営してきたが，助成金がなく
なった後にどのように運営していくかを，参加館からの意
見を元に検討している。 
 
5.2 シェアード・プリント・プログラム間の協力 
シェアード・プリントは，資料利用の際の利便性を考え，
まずは地理的に近い図書館との協力によって実施されてい
るが，徐々に国内の他プログラムとの協力が進められてい
る。各プログラムで保存する資料は 1 部保存の例が多いが，
他プログラムでも保存されることによって，実質は国内で
複数部数の保存となることもある。 
複数のシェアード・プリント・プログラムの協力によっ
て，利用可能な保存資料の拡大やより確実な保存，運用に
おける効率化が期待できる。 
WEST には，Orbis Cascade Alliance がコンソーシアム
として参加しているが，このコンソーシアムでは 2007 年
より ACS（American Chemical Society）と JSTOR の雑
誌の分散型シェアード・プリントを実施していた 18)。ACS
と JSTOR の雑誌は，2 つのシェアード・プリントにおい
て利用できる資料として保存されている。 
また ASERL（Association of Southeastern Research 
Libraries）は，保存雑誌のタイトルと欠号リストを公開し
ISSN による比較が可能な JRNL（Journal Retention and 
Needs Listing）を開発・公開しているが，2015 年から
WEST でも JRNL の利用を予定している。今まで保存資
料の欠号は，WEST 参加館からのみ補充を行っていたが，
今後は JRNL を利用する機関からも欠号の補充が可能と
なる。 
6．日本でのシェアード・プリントの実施 
6.1 早急な実施検討の必要性 
日本でも，今後も引き続きアクティブ・ラーニング・ス
ペースの増加と拡大が予想され，シェアード・プリントの
実施の必要性が高まるだろう。電子リソースが普及したか
らといって冊子体資料をまったく保存しないという選択肢
はありえない。しかし今後すべての図書館がすべての冊子
体資料を保存する必要も余裕もないだろう。 
シェアード・プリントを実施するからといって，すぐに
重複資料を除却しなくてはいけないというわけではない。
米国でも，除却に関しては参加館の判断に任され，また，
1-3 年の構想の後に保存活動が開始されている。日本でも
運用方法の調整には時間がかかることが予想される。した
がって今すぐ重複資料の除却が必要ではないとしても，近
隣の大学と実施について検討を始めるのは早いほうがよい
のではないだろうか。それぞれの大学が総合目録等を判断
材料として，個別に資料の除却を実施するのではなく，複
数館による調整の元，重複資料の除却が可能になるのが望
ましい。 
シェアード・プリントでは，スペースの回復が期待され
るが，その目的は資料を確実に保存し今後も利用可能とす
ることである。災害時におけるリスク分散もかねて，地域
ごとのシェアード・プリントの取り組みが望まれる。 
 
6.2 実施の際の注意点 
日本でシェアード・プリントを実施する際には，運用ポ
リシーで紹介した内容について検討し，参加館の間で合意
形成が必要となる。特に検討すべきだと考える点を挙げる。 
6.2.1 保存対象 
電子ジャーナルがある雑誌から保存を始めるのが順当で
ある。JSTOR や，バックファイルが導入され CLOCKSS
で保存対象となっている雑誌から保存を始め，重複調査や
利用状況の調査も参考にしながら，徐々に対象を拡大でき
ればよいのではないか。図書については，Google や
HathiTrust による大量電子化が進む米国においても，すべ
ての資料の電子化には遠く，課題があるところである。し
かし，WEST では電子ジャーナルのない雑誌も保存対象と
なっていたように，少なくとも発行年が古く重複が多い資
料は共有を検討できるのではないだろうか。将来的には，
大学図書館のみにとどまらず，国立国会図書館 19)や県立図
書館 20)等の他館種との協力の可能性が考えられる 
6.2.2 保存場所 
共同書庫が必要な集中型の実現が難しいゆえに，分散型
を選んだ際には，保存環境の維持には注意が必要である。
高温多湿な気候の日本では，高密度書庫のような，資料保
存に十分に適した環境はなかなか望みにくい。また利用者
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が直接アクセスできる保存場所では，それだけ破損や紛失
の可能性が高まる。 
協定書等で保存環境および保存資料の定期的な確認や資
料の紛失等に関しても規定しておくのがよいだろう。 
6.2.3 運営費 
冊子体資料の保存を効率化するために，参加費等の運営
費が必要となることはシェアード・プリント実施において
難しい部分ではある。しかし資料を保存する限り，保存施
設の光熱費や周辺資料の利用にあわせた管理費，人件費等
の保存コストが積み重なっていく。スペースの回復による
新しいサービス展開の可能性等のメリットも含め，総合的
にシェアード・プリントへの投資を考える必要がある。 
参加館が等しく同じ働きをするならば，参加費を不要と
し各館で必要な作業を行うことも考えられるが，参加館の
役割に差がある場合は，参加館が納得のいく運営費のあり
方を検討しておくべきだろう。 
6.2.4 目録における情報公開 
日本では，目録所在情報サービスによって所蔵情報が共
有されており，目録における情報公開という点では米国よ
りもシェアード・プリントの実施に適した状態と言える。
さらに，OCLC がメタデータガイドラインを定めているよ
うに，NACSIS-CAT でのシェアード・プリント情報の入
力方法の規定ができるとよい。 
6.2.5 利用方法 
自館で保存していない資料については，利用者からの利
用希望があった際の対応も，シェアード・プリントを進め
る上で懸案事項の一つである。しかし，本来利用の少なく
なった資料が保存の対象となっており，利用希望自体が多
くないと予想される。加えて，参加館からの依頼について
は，この時間までに受付した依頼は，いつまでに対応する，
ということを規定しておくことも可能であろう。 
7．おわりに 
シェアード・プリントの調査は，平成 26 年度国立大学
図書館協会海外派遣事業による WEST の調査を契機に
行ったものである。何もかも米国の例と同じように実施は
できないが，参考になる部分も多い。日本でのシェアード・
プリント実施の参考になれば幸いである。 
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